
 
 

第２４回会議  提案事項  別紙・参考資料 
 
 
 
 
 

西伯町・会見町合併協議会 
 

平成１６年３月３０日 



住民福祉部会 老人福祉業務 -1- 

2 町の施策の調整方針について（住民福祉部会 老人福祉業務） 
現      況 

項目 
西伯町 会見町 

課題 調整方針 

Ⅰ老人福祉事業     

①日常生活用具給付事

 業 
 

・日常生活用具給付事業 
目的 

要援護老人及び一人暮らし老人に

対し、日常生活用具を給付又は貸

与し、日常生活の安定を図る。 
対象用具 

火災報知器,自動消火器、電磁調理
器等 
費用負担 

生計中心者の前年の所得税額によ

り一部負担あり 

・日常生活用具給付事業 
目的 

要援護老人及び一人暮らし老人

に対し、日常生活用具を給付又は

貸与し、日常生活の安定を図る。 
対象用具 

火災警報器,自動消火器、電磁調理
器等 
費用負担 

生計中心者の前年の所得税額によ

り一部負担あり 
（担当課） 健康福祉課 福祉保健課 

（根拠法令） 老人日常生活用具給付事業実施要綱 
 

老人日常生活用具給付事業実施要綱

 

なし 両町の制度を継続する。 

(国の制度) 

②在宅介護支援センタ

－運営事業 
 

・基幹型支援センター  1ヶ所    
・運営方式   直営 
・職員体制 
   保健師 2名 
・夜間・休日等は西伯病院に転送し、

緊急時及び相談に対応する。 

・基幹型支援センタ－ 1ケ所 
・運営方式 委託 
・委託先 会見町社会福祉協議会 

（担当課） 健康福祉課 福祉保健課 

 

 

（根拠法令） 老人福祉法、町在宅介護支援センタ

－運営事業実施要綱 

 

老人福祉法、町在宅介護支援センタ

－運営事業実施要綱 

・在介センターの種類 

・設置数 

・運営方式 

基幹型支援センター：直営 

地域型支援センター：委託 

（2 ヶ所 各中学校区に 1箇

所） 

・委託先については合併時よ

り社会福祉法人「伯耆の

国」とする。 

 



現      況 
項目 

西伯町 会見町 
課題 調整方針 
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・町在宅介護支援センターで実施 

（町直営） 

・家族介護者交流事業１回 

  個人負担は実費 

・家族介護教室 

  講演、実習４回 

  福祉用具研修１回 

  救急救命実習１回 

・町在宅介護支援センターで実施 

（町社協に委託） 

・家族介護者交流事業3回 

 個人負担は実費 

・家族介護教室 

  講演、実習５回 

  福祉用具研修１回 

  救急救命実習 実施していない 

・実施主体が違う 

・家族介護者交流事業   

実施回数が違う 

・家族介護教室 

 実施回数内容が違う。 

 

・事業は継続する 

・実施主体は在宅介護支援セ

ンター 

・内容・回数は新町で調整す

る。 

 

⑭家族介護者支援事業

・家族介護者ﾍﾙﾊﾟｰ受講補助 

  30,000 円助成上限 

・家族介護者ﾍﾙﾊﾟｰ受講補助 

  30,000 円助成上限 

（担当課） 健康福祉課 福祉保健課 
（根拠法令） 介護予防地域支えあい事業実施要綱 介護予防地域支えあい事業実施要綱

 

・家族介護者ﾍﾙﾊﾟｰ受講 

 

両町の例による。 

（国の制度） 

⑮介護予防地域支えあ

い事業 

配食サービス事業 

１．毎夕食 

・町社協へ委託 

・自己負担４００円／食 

・実績 5食 

配食サ－ビス事業 

１．毎夕食 

・町社協へ委託 

・自己負担３００円／食 

・実績５食程度 

（担当課） 健康福祉課 福祉保健課 加納真 

（根拠法令） 介護予防地域支えあい事業実施要綱 

 

介護予防地域支えあい事業実施要綱

・自己負担が違う 

 

新社協と町で協議して継続 

・自己負担は会見町の例によ

る。 

 外出支援サービス事業 

・｢伯耆の国｣へ委託 

・委託費 

 町内 2,000円(往復) 
 町外 4,000円(往復) 
・自己負担  

町内 600円／回(往復) 
町外 1,200円／回(往復) 
・14 年度実績 1,467,000 円 

外出支援サ－ビス事業 
・町社協へ委託 

・委託費 

 町内 1,500円(往復) 
 町外 4,000円(往復) 
・自己負担  

町内 150円／回(往復) 
町外 400円／回(往復) 
・14 年度実績 2,021,000 円 

（担当課） 健康福祉課 福祉保健課 

 

（根拠法令） 介護予防地域支えあい事業実施要綱 介護予防地域支えあい事業実施要綱

 

・委託先が違う 

・委託費が違う 

・自己負担が違う 

・委託先は１６年度は各町の

例による。平成１７年度から

会見町の例による。 

・委託費は西伯町の例によ

る。 

・自己負担は西伯町の例によ

る。 

ただし、会見町域の利用者

については、合併から 3年間

激変緩和措置を講じる。 

 


